
平成２９年度 

第２回 箕郷地域振興協議会 次第 

日  時 ： 平成２９年１２月１４日（木） 

午後１時３０分～ 

場  所 ： 箕郷支所３階 第５会議室 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 議  事 

(1) 箕郷地域に関わる事業報告について   資料 １  

(2) 高崎市第６次総合計画策定における委員の意見について   資料 ２  

４ 連絡事項 

５ 閉  会 

＜配布資料＞ 

  資料 １  箕郷地域に関わる事業報告一覧 

  資料 ２  高崎市第６次総合計画に関する意見一覧表 

  参考資料  平成２８年度高崎市決算の概要について

































１

４，７７９

合　　　　  　　　計

歳　　　入 歳　　　出

駐 車 場 事 業

特　　別　　会　　計

国民健康保険事業

介 護 保 険

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億２，０９２ １億１，９８４

３億８，０３３ ３億７，８０８

１億０，１５０

一　　般　　会　　計

決　　　算　　　額

７９５億２，１５４

４３１億３，７４０

１，６６８億２，３０３

４４９億８，４５０

土 地 取 得 事 業

１億１，１５２

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

６，１８４ ６，８９５

平成２８年度高崎市決算の概要について

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額

　平成２８年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１，６６８億２，３０３万円、歳出は、１，６１８億１，６８１万円
で、歳入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

３１３億９，７４６

１億６，２４１１億６，１３９

１，６２８億４，０００

８１５億１，３３２

４４２億４，０９２

３１５億１，７１７

１，６１８億１，６８１

８２２億５，２６８

３０５億９，８４０

２，４４３億５，３３２２，４９０億７，５７２２，４１３億３，８３５

１億２，０５９ １億１，００６

３億８，２７９

８億２，７０５ ８億２，７０５ ８億２，７０５

簡 易 水 道 事 業

農業集落排水事業

後 期 高 齢 者 医 療 ４０億８，０６３ ４２億０，２０８ ４１億６，１９５

１億５，７８６
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参考資料
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市 税
598億7,918万円

(35.9％）

県支出金 95億3,105万円 (5.7％)

地方消費税交付金 64億9,107万円 (3.9％)

繰入金 53億2,214万円 (3.2％)

使用料及び手数料 31億6,434万円 (1.9％)

繰越金 30億4,371万円 (1.8％)

地方譲与税 12億4,020万円 (0.7％)

分担金及び負担金 10億3,561万円 (0.6％)
その他 17億6,752万円 (1.1％)

＊歳入の「その他」は、財産収入、自動車取得税
交付金、地方特例交付金、配当割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、寄附金、株式等譲渡所得割交付金、
交通安全対策特別交付金、利子割交付金、国有提
供施設等所在市町村助成交付金です。

【歳 入】

歳 入

1,668億2,303万円

国庫支出金

223億2,606万円
(13.4％)

地方交付税
148億874万円

(8.9％)

市 債

170億5,810万円

(10.2％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

諸収入
211億5,531万円
（12.7％）
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民生費
529億9,688万円

(32.7％)

教育費

155億9,462万円

(9.6％)

商工費
200億3,045万円

(12.4％)

土木費
298億1,111万円

(18.4％)

総務費
139億2,369万円

(8.6％)

公債費
127億1,100万円

(7.9％)

歳 出

1,618億1,681万円

◎ 歳入決算額 １，６６８億２，３０３万円（Ａ）
歳出決算額 １，６１８億１，６８１万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ５０億 ６２２万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
１０億７，１２４万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３０億円積み立て、
残りの９億３，４９８万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛生費 89億9,113万円(5.6％)

消防費 42億9,786万円(2.7％)

農林水産業費 26億 713万円(1.6％)

その他 8億5,294万円(0.5％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

２７年度 ２８年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ５９６億５，６９１ ３６．２ ０．０ ５９８億７，９１９ ３５．９ ０．４

2 地 方 譲 与 税 １２億５，５７２ ０．８ ４．７ １２億４，０２１ ０．７ △１．２

3 利子割交付金 ８，５１３ ０．０ ４．４ ５，１７１ ０．０△３９．３

4 配当割交付金 ２億６，７４４ ０．２△２１．１ １億６，５５４ ０．１△３８．１
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ２億７，０１０ ０．２ ３６．３ ９，６５７ ０．１△６４．２

6
７１億７，１０２ ４．３ ６６．２ ６４億９，１０７ ３．９ △９．５

7
１億３，９１８ ０．１ １．９ １億３，８９５ ０．１ △０．２

8
２億６，８７０ ０．２ ６２．３ ２億８，４１１ ０．２ ５．７

9
３，６５３ ０．０ △９．０ ３，３６７ ０．０ △７．８

10 地方特例交付金 ２億４，４９１ ０．１ ３．２ ２億５，７４７ ０．２ ５．１

11 地 方 交 付 税 １５４億４，７１６ ９．４ △８．５ １４８億０，８７４ ８．９ △４．１
普 通 交 付 税 １３２億１，７０４ ８．０ △９．９ １２７億２，７０１ ７．６ △３．７
特 別 交 付 税 ２２億３，０１２ １．４ ０．７ ２０億８，１７３ １．３ △６．７

12
９，１６６ ０．０ ６．８ ８，８６８ ０．１ △３．２

13 分担金・負担金 １２億４，７６０ ０．８△１６．２ １０億８，１４０ ０．６△１３．３

14 使用料・手数料 ２９億８，１４３ １．８ △１．２ ３１億６，４３４ １．９ ６．１

15 国 庫 支 出 金 １９９億９，７６２ １２．１ ５．４ ２２３億９，５０９ １３．４ １２．０

16 県 支 出 金 １０４億９，４２８ ６．４ ２４．５ ９６億９，４６７ ５．８ △７．６

17 財 産 収 入 ２億７，９７５ ０．２ △６．０ ４億０，９１６ ０．２ ４６．３

18 寄 附 金 １億８，５６８ ０．１ １２５４．３ １億１，８２７ ０．１ △３６．３

19 繰 入 金 ３９億３，５８８ ２．４△４１．８ ５３億２，３６７ ３．２ ３５．３

20 繰 越 金 ４２億６，６８７ ２．６ ６０．２ ３０億７，５１１ １．８△２７．９

21 諸 収 入 ２３７億０，９１１ １４．４ △４．６ ２１０億０，２２９ １２．６△１１．４
貸付金元利収入 １９１億７，１６１ １１．６△１０．４ １７３億７，３１３ １０．４ △９．４

22 地 方 債 １２６億６，２７０ ７．７△１４．７ １７０億５，８１０ １０．２ ３４．７

１，６４６億９，５３８１００．０ ０．０１，６６８億５，８０１１００．０ １．３

  普通会計による決算状況

　　　　　年　度
区　分

合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金

（単位  万円）

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　　入
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２７年度 ２８年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２０６億７，０２４ １３．１ ０．７ ２０５億６，７２７ １２．７ △０．５

う ち 職 員 給 １２８億９，５７４ ８．２ ２．２ １２７億８，３３２ ７．９ △０．９

2 扶 助 費 ３１８億８，４８０ ２０．２ ４．１ ３３８億６，１５１ ２０．９ ６．２

3 公 債 費 １３４億０，４３２ ８．５ △１．０ １３５億３，８０５ ８．４ １．０

4 物 件 費 １７９億１，８０２ １１．４ △０．５ １７９億４，８０６ １１．１ ０．２

5 維 持 補 修 費 １３億６，４０６ ０．９ ９．２ １４億３，２１９ ０．９ ５．０

6 補 助 費 等 １８１億２，１１０ １１．５ △３．１ １７５億２，８１８ １０．８ △３．３

7 積 立 金 １９億８，０９７ １．３ ３１２．１ １０億４，６２１ ０．６ △４７．２

8 投資・出資金

貸 付 金 １９１億９，９３０ １２．２ △１０．３ １７３億９，４３４ １０．８ △９．４

う ち 貸 付 金 １９１億６，０２３ １２．２ △１０．４ １７３億６，０３５ １０．７ △９．４

9 繰 出 金 １１５億２，５３２ ７．３ ７．４ １１４億３，０２４ ７．１ △０．８

10 普通建設事業費 ２１４億５，０２２ １３．６ △０．３ ２７０億８，１７９ １６．７ ２６．３

うち補助事業費 ８６億４，３０３ ５．５ ２４．１ ８８億８，０４５ ５．５ ２．７

うち単独事業費 １２８億０，７１９ ８．１ △１２．０ １８２億０，１３４ １１．２ ４２．１

11 災 害 復 旧 費 １９２ ０．０ △９４．６ ２７９ ０．０ ４５．３

１，５７５億２，０２７１００．０ ０．４１，６１８億３，０６３１００．０ ２．７

７１億７，５１１ ― △８．８ ５０億２，７３８ ― △２９．９

　　　　　年　度
区　分

（単位  万円）

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

合      計

歳　　　　出
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３ 　平成２８年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。

49億6,218 61億3,276

14億4,858 12億8,162

積 立 金

現 在 高

（万円）

10億3,2892億7,337

　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、財政の健全化を
判断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の比率で、市町村では、３５０％以上になると財政の早期健全化を
図ることとなります。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことで設けられ
た数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

8.3 5.4 5.7 6.4

223,786211,970

伊勢崎市 太田市

821億0,993

高崎市 前橋市 桐生市

374,491 338,127 114,843

454億3,468 740億9,737

1,668億5,801 1,432億0,299 474億3,749 764億0,352

1,409億4,213

861億1,093

32億1,230

4.8 2.1

39億5,614 15億9,228 19億3,306 19億7,280

6.8

1,618億3,063歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

369億1,976 688億9,786

86.4

7.3 4.7

727億4,885

93.4 96.3

90億6,394

実 質 収 支

経常収支比率

1,413億1,259 1,535億2,830

93.7 98.0

82億6,959財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

20億3,192

区 分

将 来 負 担 比 率 （ ％ ）

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地 方 債 現 在 高 （ 万 円 ）

人 口 （ H29.3.31 ） （ 人 ）

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

100億1,351 51億2,201

31.0 64.6

0.848 0.802

そ の 他

81億1,426

0.831

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。　　　　

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

将来負担比率

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

50.6

実質収支比率

46億3,249 34億6,774

6.1

12億3,400

1.010

17.8 39.5

0.565
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